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平成 27年５月 28日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社綜合臨床ホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 立 川 憲 之 

  （コード番号２３９９ 東証第一部） 

問合せ先 取 締 役 橋 本 寿 哉 

（電話 ０３－６９０１－６０８７） 

 

内部統制システムの基本方針の一部改定に関するお知らせ 

 

  当社は、平成 27 年５月 28日開催の取締役会において「内部統制システムの基本方針」

を一部改定することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

  なお、改定後の内容は下記の通りです。 

 

記 

 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

 当社は、企業活動を維持継続するために、法令遵守（コンプライアンス）が極めて

重要であることを認識し、全ての取締役及び使用人が高い倫理観に基づいて活動を行

うよう教育・研修等を実施し、社会から信頼される経営体制の確立に努める。 

  また当社は、コンプライアンス違反行為の相談や通報をするための窓口（ヘルプラ

イン）を外部第三者機関に設置し、通報者の保護を徹底する。また、相談や通報を受

けた問題についてはコンプライアンス委員会において解決を図る。 

  さらに、社長直轄組織である監査部により定期的に実施する内部監査により、会社

の業務状況を把握し、全ての業務が、法令、定款及び社内規程に則って適正かつ妥当

に行われているかを監査することにより、コンプライアンスの維持向上に努める。 

  

 (2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 当社は、株主総会・取締役会その他の重要な会議の議事録及び各取締役の決裁文書

等並びに取締役の職務執行に係る情報を適正に記録し、法令及び「文書管理規程」に

基づき、保存、管理する。 

  また、「情報セキュリティ基本方針」に基づき、適切な情報の保存、管理を行うも

のとする。 
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 (3) 損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、会社をとりまく様々なリスクに対処するため、「グループリスク管理委員

会」を設置し、リスク管理に対する方針、施策等を決定する。 

 「グループリスク管理委員会」の委員長は社長が務める。 

 「グループリスク管理委員会」は、各部署におけるリスク管理の状況を定期的に把

握し、その改善策を決定する。 

  

 (4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社は、医療現場の支援を中心とする複数のコア事業から構成される「綜合医療サ

ービス支援企業」へと発展を遂げるという長期経営ビジョンの実現を目指して事業を

展開しており、取締役は、長期経営ビジョン達成のために、一丸となって職務を執行

するものとする。 

 また、長期経営ビジョンを達成するため、以下の経営管理システムを実施していく

こととする。 

①定例取締役会を開催し（原則として月１回）、重要事項の決定を行うと共に、各取

締役は業務執行状況を報告する。 

②必要に応じて、臨時取締役会を開催する。 

  

 (5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 当社は「関係会社管理規程」に基づき当社グループ全体の経営管理を実施する。具

体的には取締役会が、各子会社の担当取締役を選任し、業務の執行状況について定期

的に報告させる。 

 監査役会は、当社グループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行う。 

 また、監査部は、各子会社に対しても定期的に監査を実施することとし、その監査

結果を社長に報告する。 

 

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合における当該使用人に関する事

項 

 現在のところ、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて監査部

の使用人等が監査役の業務補助のためのスタッフとなることとし、その人事について

は取締役と監査役が意見交換を実施したうえで決定するものとする。 

  

 (7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役の業務補助のためのスタッフを置いた場合には、監査役は当該スタッフに対

し監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、命令を受けた当該スタッ

フは、その命令に関して取締役の指揮命令を受けないものとする。 
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(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する

体制   

取締役及び使用人、各子会社の取締役及び監査役、使用人は会社に著しい損害を及

ぼすおそれのある事実、その他会社に重要な影響を及ぼす事実があることを認識した

場合は、直ちに監査役に報告するものとする。なお、監査役に報告をした者が当該報

告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制とする。 

  

 (9) その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

 監査役の半数は社外監査役とし、独立した立場から監査を行うものとする。 

 監査役の監査は、監査部と連携を保って実施するものとする。 

 監査役は、各業務執行取締役及び使用人から随時ヒアリングを行うものとし、代表

取締役、会計監査人とは定期的に意見交換会を開催する。 

 なお、監査役は監査実施に要する費用について「監査役監査基準」に基づき会社へ

請求する。 

 

 (10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

 当社は平成23年３月に綜合臨床グループＣＳＲ憲章を制定し、この中で「市民社会

の秩序や安全に脅威を与える勢力及び団体を断固として排除する」ことを決議してい

る。また、グループリスク管理委員会を設置し、この中でグループ会社も含め反社会

的勢力排除に関する情報収集・管理を行っている。 

 

以 上 
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